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１．はじめに 
	 我が国では，国立大学の法人化による運営費交付金の削減（毎年 1％程度の割合で減少）1)等に

より，大学等における特許取得およびその活用の推進が求められているところである．しかし，

「日本の大学の実施料収入は米国と異なり特許登録件数と相関していない」，「日本の大学ではラ

イフサイエンス分野の実施許諾料は全体の 3分の 1強であり他の技術分野と比較して一番多いが，
1件あたりの実施許諾料は他の技術分野と同等である」2)といったように，各大学の保有する知的

財産や研究・人的リソース等が必ずしも戦略的に活用できていない現状がある．一方，戦略的な

活用のためにはこれまでの産学連携活動を適切に把握することが必要だが，定量的な分析結果が

必ずしも多くない状況と思われる． 
	 そこで本研究では，産学連携をより効率的に進めることを目的とし，産学連携活動を適切に把

握するための手法の検討として，以下に示す分析を行った． 
 
２．研究概要 
(1) 「インプット」に対する「アウトプット」の相関性  
	 まず，大学等のリソース（以下，「インプット」という）の活用によって得られる成果（以下，

「アウトプット」という）を定量的な情報を用いて分析を行った．特許出願数は JP-NET（日本パ
テントデータサービス株式会社）をデータベースとして使用し，実施料収入と共同研究費の値に

ついては，いずれも文部科学省のデータ 3）から取得している．その結果，日本の大学では，実施

料収入について，「特許出願数」と比べて「共同研究費」との間により相関が見られたことから，

特許出願前の共同研究企業の相手を見出す「共同研究企業探索」が有効であると推測された． 
(2) 「医療分野」特許出願傾向  
	 (1)と同様に JP-NETを利用し，「医療分野」の特許出願傾向の分析を行った．まず「医療分野」
特許について，「医薬品」特許，「医療機器」特許に該当すると考えられる FIクラス・サブクラス
の特許をそれぞれ定義し，それらを総合したものを「医療分野」特許とすることにした．旧帝大

の 2014年分の「医療分野」の特許出願傾向を比較したところ，いずれの大学も 30%前後を占め，
さらに大阪大学の事例では，2010年から 2014年にかけての「医薬品」「医療機器」特許におけ
る企業との共同出願率は，いずれも少なくても 50%以上の傾向を示した．以上の結果からも，特
許出願前の共同研究企業探索による共同研究の増加が，出願数を上昇させるための有益な手段で

ある可能性が示された． 
 
３．考察	  
	 以上の結果より，特許データベースや公開されている定量的な情報を活用して分析を行うこと

は，一つの手法として有効ではないかと示唆される．また，特にライフサイエンス分野において

は，製品化に対する特許の影響力が高く，大学等の基礎研究力が重視される．したがって，企業

の製品開発力とマッチングした「初期の製品開発段階からの連携体制の確立」が連携の成功には

必須であり，これにより共同研究費の確実な獲得，製品化につながる特許の取得，企業と大学双

方を利する実施料収入の獲得等を可能にすると考えられる． 
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